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■第 17 回大会関連 

日中社会学会第１７回大会を終えて 

袖井孝子 

（大会実行委員長・お茶の水女子大学） 

２００５年６月１１日（土）、１２日（日） 

の２日間にわたって、 日中社会学会第１７回大 

会が、お茶の水女子大学で開催されました。前 

日は雨だったので、 看板にビニュールをかけた 

りして大変でした。梅雨時のため、お天気が心 

配されましたが、幸い天候にも恵まれ、約６０ 

名の参加がありました。 

特別講演、書評セッション、二つのシンポジ 

ウム、３室に分かれての自由報告など、かなり 

盛りだくさんのプログラムで、 中国に対する関 

心の強さと研究の深まりを感じさせられまし 

た。とりわけ若手研究者の活躍には、目を見張 

るものがあります。ただし、二つのシンポジウ 

ムを二日目の午後に入れたのは、 時間的に少々 

きつく、 討論の時間が十分に取れなかったこと 

が残念です。 

私が定年退職をした後で、 手足となって動い 

てくれる学生が少なく、 多数の会員の方々にご 

協力いただきました。 ボランティアとして働い 

てくださった学生・院生には、 心より感謝して 

おります。 いろいろ行き届かないところもあり 

ましたが、 まずまずの成功ではなかったかと思 

います。 

来年の島根での大会が、 盛会であることを心 

より願っております。 

特別講演 

永瀬伸子（お茶の水女子大学） 

「労働と再生産労働の日中韓比較――お茶の 

水女子大学ＣＯＥ 北京・ソウル調査から」 

松木孝文（名古屋大学） 

大会初日は永瀬伸子氏 （お茶の水大学） の 「労 

働と再生産労働の日中間比較：お茶の水女子 

大学 COE 北京・ソウル調査から」が幕を開い 

た。

本報告は北京・ソウル・日本の間にある、 男 

女の家庭内活動と就業行動の差異と類似性を 

分析するものである。 調査データからはソウル 

と日本が女性の無業化に対して比較的似た傾 

向を持つことに比べ、 北京ではこれら 2 国とは 

違った傾向があることが指摘された。 これら差 

異と類似性はそれぞれの国の価値観・労働市 

場構造・親族ネットワーク、また、各国が根底 

に共通に持つ儒教文化等と深い関連を持って 

いるという。報告を受けて会場ではは「膨大な 

分派を持つ儒教の多様性にも注目してみては 

どうか」「階層を強調した分析から分かること 

はないか」「各国間の家事労働市場の違いは重 

要なのでは」 など、 活発な議論が交わされ、 数々 

の重要な論点が確認された。 

以上のごとく複数の視角からの論点が提出 

される一方、 一致を見たのが本報告のパネル調 

査に注がれたであろうエネルギーの膨大さ、 調 
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査手法の鮮やかさに対する評価であったこと 

は言うまでもない。おりしも開会挨拶で「自分 

の足でデータを集める研究」 の重要さが再認識 

されたばかりのことであり、 そういった意味で 

も本報告は本大会の幕を開くにふさわしいも 

のであったといえよう。 

書評セッション 

○中村則弘 『台頭する私営企業主と変動する中 

国社会』ミネルヴァ書房 2005 年 

○唐 燕霞『中国の企業統治システム』御茶の 

水書房 2004 年 

司会：黒田由彦（名古屋大学） 

本大会の書評セッションで取り上げたのは、 

中村則弘著 『台頭する私営企業主と変動する中 

国社会』ミネルヴァ書房（2005 年）、および唐 

燕霞著『中国の企業統治システム』御茶ノ水書 

房（2004 年）の２冊である。まず両氏に、自 

著について、最も主張したかったのは何か、ま 

た著書で触れることができなかったことでぜ 

ひ補足したいことは何か等を語っていただい 

た。その上で、両氏からお互いの著書に対する 

コメントをいただき、 フロアからの質問も含め 

てディスカッションを行った。 今回の書評セッ 

ションのねらいは、 変貌する中国社会における 

企業のうち、「古い」タイプの企業である国有 

企業と「新しい」タイプの企業である私営企業 

の新旧二つのタイプの企業に焦点をあてた研 

究を吟味し、 それを通して中国企業の現在を把 

握するとともに、 中国社会の実相に迫ることで 

あった。双方ともに豊 

富な現地調査に基づいた研究であり、 中国社会 

の実態をヴィヴィッドに映し出す内容である。 

フロアからも様々な質問・意見等が出され、 活 

発な議論がなされた。司会の不手際もあり、限 

られた時間内で多岐にわたる論点をすべて消 

化することはできなかったが、 上のねらいはほ 

ぼ達成できたのではないかと思われる。 ここで 

改めて、 両氏および参加者の皆様にお礼を申し 

上げる次第である。 

一般自由報告 A 

○神戸真理子（立命館大学）「幾米の『向 

左走・向右走』から見る中国の社会」 

○史新田（立教大学） 「中国の労働争議と工会 

の役割」 

○辺静（お茶の水女子大学） 「歴史変動と中年 

世代のライフコース――北京調査から」 

司会：永野武（松山大学） 

神戸会員の報告は、ある新奇な現象（台湾の 

絵本作家・幾米の作品が、「大人が自分のため 

に買って読む絵本」として、中国大陸の若者の 

間で流行していること）の要因を探り、都市生 

活における人間関係の希薄さという中国社会 

の現況を読み取る試みである。 研究設計におけ 

る素材の位置づけや、 当該流行現象に関する数 

値等の根拠についての議論がかわされた。 

史会員の報告は、近年の中国における「労働 

争議」をめぐる諸特徴を、現象面、組織面、法 

制度の面から明らかにするというものである。 

中でも、「労働争議」の「局外者」としての工 

会の役割に焦点があてられ、 矛盾点と問題点が 

描写された。会場参加者の関心も、報告者自身 

の関心も、「今まで」よりはむしろ「これから」 

に向けられており、議論もそこに集中した。 

辺静会員の報告は、 中年世代に対するインタ 

ビュー調査結果の一部について、 ライフイベン 

ト関連図を示しながら行われた。この調査は、 

歴史変動と個人の人生経験との相互関連の解 

明という研究目的を、 ライフコース・アプロー 

チによって達成しようとする意図で実施され 

たものである。調査設計や実施の詳細や、北京
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という調査地の位置づけ、 家族背景という要因 

も含み込んだ分析・提示への要望など、 多くの 

質問・意見が出され、 報告全般にわたる議論が 

展開された。 

一般自由報告 B 

○馮文猛（東京農工大学） 「出稼ぎ労働者の都 

市定住意識に関する要因分析――2004 年北 

京・上海の調査より」 

○出和暁子（中国社会科学院）「健康な都市高 

齢者活動モデル日中比較――高齢者の活動 

方法と活動空間から」 

○石塚浩美（産能大学・お茶の水女子大学） 

「中国女性の就業と経済・社会システムの変 

遷と現状――市場・企業・家庭レベルから 

みる中国女性の継続就業行動」 

変わりゆく都市生活の諸相―出稼ぎ者の 

定住意識、女性就業、高齢者の活動 

司会：松戸庸子（南山大学） 

第１報告 「出稼ぎ労働者の都市定住意識に関 

する要因分析」（馮文猛氏）は、WTO 加盟によ 

る戸籍制度の改正（都市戸口取得規制の緩和） 

が定住希望の増幅を促している点に着目して、 
2004 年に北京と上海でアンケート調査（有効 

サンプル 612 票）を実施した。多変量ロジッ 

ト回帰分析を用いた結果、 出稼ぎ先の土地での 

定住意識に影響する説明変数として、 教育水準、 

職種、滞在期間、家族構成の４要因が有意であ 

るという知見が得られた。 経済要因の影響は複 

雑で、 収入額の影響の有意性は今回の調査では 

統計的に否定されたとするが、 今後の課題とし 

て経済要因分析の精緻化に努めたいとのこと 

だった。 

第２報告 「健康な都市高齢者活動モデル日中 

比較」（出和暁子氏）では、北京市（12 名）と 

東京（9 名）でのヒアリングを通じて、健康な 

高齢者の退職後の余暇活動や活動空間の特徴 

を分析した。 収入面での余裕がある日本の高齢 

者の方が自発的で活動範囲も広く、室内活動、 

商業利用、グループ活動、多彩な趣味実現の性 

格が強いのに対して、 中国の高齢者は元の職場 

や社区居民委員会（行政末端組織）への依存が 

相対的に強いなどの特性が指摘された。 フロア 

からはヒアリング対象の数の少なさを指摘す 

る声も上がったように、 問題発見的なプリサー 

ベイという性格の報告であった。 

第３報告 「中国女性の就業と経済・社会シス 

テムの変遷と現状」（石塚浩美氏） のテーマは、 

有配偶女性の継続就業行動に対する法や慣行 

（市場、企業、家庭の３レベルから見る）の影 

響の分析である。歴史的な整理と、2004 年夏 

に実施した大規模なアンケート調査（ 
2610 サンプル）に基づく計量分析から、①継 

続就業行動の今後の持続可能性、 ②家庭や職場 

におけるジェンダー差が歴然と存在しており、 

特に多変量ロジット回帰分析を使った要因分 

析によって、 男女間の賃金格差における性差別 

構造の可能性を指摘された。 

第１報告と第３報告はいずれも計量分析の 

手法を使ったものであったが、 司会者も含めて 

フロアに計量分析の理解者が不在で両報告に 

対する正面からの議論ができなかったのは、 報 

告者に対して申し訳無く誠に残念であった。 本 

学会のレベルアップの一つの方向性が明確に 

なった、 という意味では有意義な部会であった 

と言える。 

一般自由報告 C 

○合田美穂 （香港中文大学比較及公衆歴史研究 

センター）「香港における会館系学校による 

愛国教育とその役割」 

○劉暢（神戸大学）「神戸の地域言説における 

中国人の表象」 

○宮内紀靖（中國瀋陽師範学院）「中國郷村社
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会に於ける『私』についての考察――溝口雄 

三・渡辺浩・水林彪の『私』と『わたくし』 

を踏えて」 

司会：米林喜男（新潟医療福祉大学） 

「香港における会館系学校による愛国教育と 

その役割」と題する報告では、香港における３ 

つのタイプの学校（左派学校、国民政府を支持 

する学校、 植民地政府の教育政策に呼応した学 

校）の愛国教育が、中国に香港返還後は、いず 

れも中国大陸に歩み寄りをみせ、ひとつの国 

家・ひとつの民族としての愛国教育を推進し 

始めたことが、 事例を通して具体的に報告され 

た。

神戸地域の歴史言説における在神中国人― 

―明治期『神戸開港三十年史』を通してと題す 

る報告では、神戸という地域が中国人、とくに 

中国商人や在留華僑に対して、 今迄どういうま 

なざしをもって接してきたかを、 神戸開港三十 

年史をもとに分析をした結果が報告された。 開 

港当初は、中国商人を批判し、競争・対抗しよ 

うとしていたが、 日本が近代国家として歩み始 

めた時期には、 厳しく支配管理するとともに差 

別する態度が現われた。やがて、兵庫、大阪な 

ど他地域と競争するようになった神戸の時代 

になると、 再び中国商人を歓迎するようになっ 

たという経緯が報告された。 

中国郷村社会における「私」についての考察 

と題する報告では、溝口、渡辺、水林といった 

碩学の中国における「公」「私」の考察を下敷 

きとして、中国でも日本でも「私（si）」「わた 

くし」は、人間にとって本質的なものであり、 

「私（si）」「わたくし」あっての「公」であっ 

たことが報告された。 

シンポジウムⅠ 

「現代中国の生活変動 PARTⅡ」 

○長田洋司（早稲田大学） 「現代中国都市住民 

の人間関係と社区建設の役割――北京市朝 

陽区の事例から」 

○浜本篤史（日本学術振興会特別研究員） 

「近代化経験としての 『立ち退き－住み替え』」 

司会：飯田哲也（立命館大学） 

日中社会学会第 17 回大会の２つのシンポジ 

ウムの１つとして、 前年度の上記のテーマを引 

き継いで「PartⅡ」として２つの報告がなされ 

た。

第１報告は 「現代中国都市住民の人間関係と 

社区建設の役割――北京市朝陽区の事例から」 

をテーマとする長田洋司会員の報告である。 大 

都市における人間関係についてのフィールド 

ワークによって、 調査地域の特徴を示すことが 

主な内容であった。現代中国における「社区建 

設」とは日本語で言えば「コミュニティ形成」 

とほぼ同じ意味であるが、 大都市における近年 

の人間関係の希薄化にたいして、1990 年代か 

ら「地域管理政策」も含めた新たな対応が進め 

られるとともに、 研究もそれに応じてなされて 

いる。この報告は、社区における住民の人間関 

係の「冷淡化」や好ましくないと考えられる関 

係などについての先行研究に着目して、 現地調 

査を軸に据えた社区建設を考察したものとし 

て性格づけられる。社区における諸活動（原 

則・目標も含めて） を具体的に押さえた上での 

研究として評価できるが、 具体的なインタビュ 

ーが居民委員会関係者に限られていること、 報 

告者自身も認めているように、 この地区が企業 

の単位の居住者であることから一般化するに 

はさらなる比較研究が必要であろう。なお、こ 

こ 10 年ばかりの中国においては都市研究・社 

区研究の成果がかなり公表されているので、 そ 

れらを踏まえた研究の発展を期待したい。 

第２報告は「近代的経験としての『立ち退き 

―住み替え』」をテーマとする浜本篤史会員で
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あった。 危機・老朽住居から近代的集合住宅へ 

の立て替え事業＝「危改事業」にともなう変 

化・問題などを示すことが主な内容であった。 

いわゆる「危改事業」がはじまるのは 1990 年 

代に入ってからであるが、 住居における近代化 

政策にともなう諸問題、 とりわけ近代化政策過 

程で浮上してきた「財産権」問題がこのテーマ 

によって具体的に提起されるとともに、 新たな 

課題を投げかけている研究として性格づけら 

れる。政府（あるいは単位）からの住宅供給が 

当然であったことからの政策転換にともなう 

矛盾の一端が示されたことにこの研究の意義 

があると考えられる。 私の乏しい知見の範囲で 

は、 このテーマそのものを論じている中国文献 

はきわめて少ないようである。 したがって顕著 

な特徴や具体的事実（あるいは事例）を都市の 

実態調査研究だけでなく新聞・雑誌の記事か 

ら収集してくることが、 この研究を発展させる 

にあたっては重要ではないかと思われる。 

「ミニシンポ」的性格であるため討論時間が 

短かったこと、 ２つの報告テーマがかなり異な 

る性格であったことなどにより、 まとまった討 

論というよりは質疑応答に終始した。 ２つの報 

告は、1990 年代後半からの生活変動にともな 

う新たな状況・問題性を取り上げたものであ 

るが、 第１報告は前年度のシンポとの連続性が 

あり、 第２報告も都市生活として関連性がある 

と言えよう。そのような意味で、現代中国にお 

ける強引かつ急速な近代化政策のもとでは今 

後の生活問題として注目にあたいするテーマ 

に取り組んだ報告といえるであろう。 このよう 

な都市生活の具体的な研究がさらに継続して 

取り組まれること、 そのための理論・方法の彫 

琢もまたあわせて追及・議論する必要がある 

と言えよう。 

（なお、プログラム等に「partⅢ」と誤記され 

たことをお詫び申し上げます） 

シンポジウムⅡ 

「中国をめぐる社会福祉・社会保障」 

○陳立行（日本福祉大学）「現代中国の社 

会保障と社会福祉のあり方について」 

○城本るみ（弘前大学） 「中国における高 

齢者福祉の現状と課題」 

○鍾家新（明治大学）「社会保障と〈伝統 

文化〉との相乗／相剋――急速な近代 

化・家族変動と２１世紀中国のゆくえ」 

松木孝文（名古屋大学） 

シンポジウム最初の報告は陳立行氏 （日本福 

祉大学）による「現代中国の社会保障と社会福 

祉のあり方について」である。本報告は、中国 

が置かれた条件に応じた独自の福祉モデル構 

築の必要があると指摘する。 さらにモデル構築 

に向けた作業として「是正ゾーン」「理想ゾー 

ン」等の類型を提出する。現代中国が抱える問 

題と今後目指すべき方向を明快に整理した点 

で本報告はまさにシンポジウムの導入部分で 

あった。 

続く城本るみ氏（弘前大学）の「中国におけ 

る高齢者福祉の現状と課題」 は社会福祉問題に 

とって大きなイシューである高齢者福祉の現 

状を論じる。 参与観察により得られたデータは 

報告者自身が「整理しきれない」と漏らしたよ 

うにまさに膨大なものであり、 現在の中国で何 

が起こっているか、 それに対して住民が何を感 

じているかをリアルに伝えるものであった。 

最後となる鍾家新氏（明治大学）の「社会保 

障と伝統文化との相乗／相克」は、中国伝統文 

化の特徴を説明した上で、 それが社会保障制度 

の整備と運営にいかなる影響を与えるか、 逆に 

伝統文化が社会保障制度に変質した点はいか 

なるものかを論じる。 伝統文化という中国の独 

自性と社会保障を関連させた議論は先に陳氏 

が論じた中国独自の社会福祉モデルを考える
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上でも意義深いものである。 

本シンポジウムの終わりには今後も社会福 

祉領域における研究を継続することが確認さ 

れた。また、先に見たとおり互いの研究に協力 

の余地が多く存在することが再確認され、 その 

意味で本シンポジウムは今後会員相互で連携 

を図る契機を提供したといえる。 

■第２６回総会報告 
2005 年 6 月 11 日（土）お茶の水大学 

中村会長からの開会の挨拶に続き、 文楚雄会 

員が議長に選出され、議事に入りました。 

第 1 号議案 2004 年度事業報告 

以下の各項目について、 事務局および各担当 

理事より報告がなされました。 
1.研究大会の開催 
2.機関誌『日中社会学研究』 

第 11 号発行、第 12 号編集発行 
3.「ニューズレター」発行 ３回 42～44 号 

04 年 10 月 05 年 1 月 05 年 05 月 
4.理事会報告 ４回 

04 年 6 月 5 日 04 年 6 月 6 日 
04 年 11 月 20 日 05 年 6 月 11 日 

5.ホームページのリニューアル 
6.会員業績一覧の作成 ホームページで公開 
7.会員概況 

前大会以降 入会 18 名 退会 5 名 

現会員 179 名（一般 105 名，学生 74 名） 

（在外外国人会員は含まず） 
8.編集委員会報告 

『日中社会学研究』第 13 号の編集進捗状 

況について 
9.研究委員会報告 研究会４回（IIS を含む） 

04 年 6 月 4 日 04 年 7 月 8 日 
04 年 7 月 9 日 04 年 12 月 4 日 

10.研究プロジェクトの企画 

第 2 号議案 2004 年度決算報告 

会計担当理事より、以下の資料にもとづき、 

Ⅰ．一般会計報告、Ⅱ．第 16 回大会・第 25 
回総会特別会計について、 報告がなされました 

（備考については略してあります）。 

Ⅰ．一般会計報告 

収入総額 1,254,991 
支出総額 333,350 
差し引き残額（次年度繰越金）921,641 

※残額内訳 

郵便局定期預金 300,000 
郵便振替口座 16,880 
郵便局普通口座 590,871 
現金 13,890 

収入の部 

費目 予算額 決算額 増減額 

前年度繰越金 560,977 560,977 0 

会費収入 500,000 504,000 4,000 

機関誌販売 14,000 0 ▲14,000 

雑収入 180,000 190,014 10,014 

合計 1,254,977 1,254,991 14 

支出の部 

費目 予算額 決算額 残額 

機関誌制作費 500,000 245,805 254,195 

学会ﾆｭｰｽ経費 20,000 0 20,000 

事業費 5,000 0 5,000 

事務費 20,000 550 19,450 

通信費 90,000 85,940 4,060 

会議費 150,000 1,055 148,945 

IIS 費用 140,000 0 140,000 

予備費 329,977 0 329,977 

合計 1,254,977 333,350 921,627 

Ⅱ．第 16 回大会・第 25 回総会特別会計 

日時：2004 年 6 月 5 日・6 日 

会場：愛媛大学
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大会会計担当者：中村則弘 

収入総額 175,000 
支出総額 175,000 
残額 0 

収入の部 

愛媛大学後援会助成金 50,000 
大会参加費 56,000 
懇親会費 69,000 
計 175,000 

支出の部 

事務費 47,540 
学生アルバイト 48,000 
懇親会費 69,000 
控室飲料 10,460 
合計 175,000 

上記の通り報告申し上げます 
2005 年 6 月 5 日 

日中社会学会事務局 

会計担当理事 唐 燕霞 印 

第 3 号議案 2004 年度会計監査報告 

細萱伸子監査より、以下の資料にもとづき、 

監査結果について報告がなされました。 

決算報告および会計監査報告を受け、 2004 
年度決算が賛成多数で承認されました。 

2004 年度監査報告 

帳簿、預金証書、支出証拠書などを監査し 

た結果、いずれも適正に処理されていたこと 

を報告します。 

2005 年 6 月 10 日 

監査 細萱 伸子 印 

富田 和広 印 

第 4 号議案 2005 年度事業計画案 

以下の各項目について、 事務局および各担当 

理事より事業計画案の説明がなされました。 質 

疑応答を経て、 賛成多数により承認されました。 
1. 研究大会の開催 
2. 機関誌 『日中社会学研究』 第 13 号発行、 

第 14 号編集 
3. 「ニューズレター」発行４回 
4. 研究会開催 13 回（研究プロジェクト 

関連を含む） 
5. 理事会開催 ２～３回 
6. ホームページの運営 
7. 会員業績一覧の作成（継続） 
8. 中日社会学会との交流（中国での研究 

集会の開催を含む） 

第 5 号議案 2005 年度予算案 

事務局から説明がなされ、 質疑応答を経て賛 

成多数で承認されました。なお、会議費の執行 

には予めガイドラインを設けるなどの措置を 

とることが条件として付されました。 

収入の部 

費目 予算額 

前年度繰越金 921,641 
会費収入 600,000 
機関誌販売 150,000 
雑収入 1,000 
合計 1,672,641 

支出の部 

費目 予算額 

機関誌制作費 350,000 
学会ﾆｭｰｽ経費 20,000 
事業費 5,000 
事務費 20,000 
通信費 120,000 
会議費 300,000
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大会補助 100,000 
予備費 757,641 
合計 1,672,641 

第 6 号議案 次年度大会・総会の開催 

地・開催校について 

理事会原案として島根県立大学（島根県）が 

示され、賛成多数で承認されました。 

■理事会報告 
2004 年度第 4 回理事会報告 

2005 年 6 月 11 日（土）お茶の水大学 

審議事項 
1. 第 26 回総会議案書について 

事務局作成の総会議案書（案）をもとに審議 

し、 同日開催の総会議案書とすることが合意さ 

れました。 
2. 会員の入退会について 

10 名の入会、4 名の退会を承認しました。 
3. 中日社会学会との交流について 

会長より状況の報告がなされ、 慎重に進める 

ことを前提条件に、 交流の推進をはかることが 

合意されました。 
4. 研究プロジェクトについて 

会長より研究叢書の発行（全 7 巻）を成果と 

するプロジェクト案が示され、 審議がなされま 

した。 詳細まで含めていくつかの点に関して課 

題を残していたため継続審議となりました 

2005 年度第 1 回理事会報告 
2005 年 6 月 12 日（日）お茶の水大学 

審議事項 
1.入会について 

4 名の入会を承認しました。 
2.研究プロジェクトについて 

研究プロジェクトの位置づけについて審議 

がなされました。当初案では、「理事会の責任 

主導による日中社会学会としての公式事業」 と 

なっておりましたが、「会員を中心とする自発 

的な研究プロジェクト」とし、日中社会学会と 

して執筆候補者の公募や広報等の側面支援を 

行っていくことが合意されました。 

これにともない、 総会で承認された予算案の 

うち、 会議費の研究プロジェクト関連での執行 

をしないことが確認されました。 

2005 年度第 2 回理事会報告 
2005 年 10 月 22 日（土）法政大学 

審議事項 
1. 予算変更手続きについて 

次の手続きを経ることにより、 年度途中での 

予算の変更を認めることが承認されました。 ① 

予算流用を、金額、理由とともに、事務局へ申 

請する。 ②事務局は会長および会計担当理事に 

申請内容を伝える。 ③会長が必要と認めた場合、 

理事会にはかる。 ④理事会の承認を経たうえで 

予算の変更が認められる。 
2. 2005 年度予算変更について 
2005 年度の予算を以下のように変更するこ 

とが承認されました。 

①事業費：5,000 円を 85,000 円とする 

②事務費：20,000 円を 70，000 円とする 

③会議費：300,000 年を 50,000 円とする 

④予備費：757,641 円を 877,641 円とする 
3. ワーキングペーパーの発行について 

「日中社会学会ワーキングペーパー集」の発 

行という新しい試みについて、 数名の理事から 

様々な側面について貴重な意見が出されまし 

た。これを踏まえて慎重に審議した結果、今年 

度については、次のような合意に達しました。 

① 今年度 （2006 年 1 月ごろ） 発行すること。 

② 執筆者候補は、原則として今年度の日中 

社会学会大会研究会の自由報告で研究 

発表を行った方々を中心にすること。 

（21 ページにつづきます）
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2005 年度・日中社会学会研究集会のお知らせ 

本年度も、研究集会を開催いたします。 

今回は、２日間にわたって開催することになりましたが、第１日と第２日とで、会 
場が異なりますのでご注意ください。 

参加費は無料です。また、一般公開とします。会員、非会員を問わず、多くの方の 

ご参加をお待ち申し上げております。 

ご不明な点などございましたら、首藤（庶務理事・兵庫教育大学）までお問い合わ 

せください（E-mail:shuto@soc.hyogo-u.ac.jp、電話・FAX：0795－44－2165）。 

☆第１日： 11 月 26 日（土）：12:30～17:00 

会場：筑波大学東京キャンパス・附属学校教育局・第一会議室 

正面の入り口を入ってすぐの部屋(約 10 メートル)です。 

住 所：東京都文京区大塚 3 丁目 291 
交通手段：丸ノ内線「茗荷谷」駅下車徒歩 2 分
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☆第２日： 11 月 27 日（日）：10:00～16:00 

会場：流通経済大学新松戸キャンパス８Ｆ 802 教室 

住 所：〒270-8555 千葉県松戸市新松戸 3-2-1 TEL 047-340-0001 

交通手段：JR（常磐線・武蔵野線）新松戸駅下車 徒歩 4 分 

（Yahoo!地図情報より）
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2005 年度・研究集会プログラム 

●１１月２６日（土）12:30～17:00 

会場：筑波大学東京キャンパス・附属学校教育局・第一会議室 

○第一部（12：30～15：00） 

・李洋陽（東京大学）「中国学校教育の日本人イメージ――国語・歴史教科書と愛国主 

義教育映画に対する考察を中心に」 

・野村弘美（一橋大学）「中国における情報化政策の展開」 

・石井健一（筑波大学）「中国人の日本ブランド志向と対日意識」 

○第二部（15：20～17：00） 

・坪井健（駒澤大学）「在日中国人留学生の動向――留学生調査 15 年より」 

・飯田哲也（立命館大学）「現代中国の生活変動――階層分化を軸に」 

☆司会：首藤明和（兵庫教育大学） 

●１１月２７日（日）10 時～16 時 

会場：流通経済大学新松戸キャンパス８Ｆ 802 教室： 

・首藤明和（兵庫教育大学） 

「漢人『家族圏』の形態と論理――その重層性と伸縮性に着目して」 

・陳立行（日本福祉大学）「『社会福利』から『社会福祉』へ転換の可能性の分析」 

・中村則弘 （愛媛大学）「民衆文化と中国の社会変動―新たな社会構想の模索のために」 

☆司会：東美晴（流通経済大学）
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■『日中社会学研究』第 14 号 

原稿募集のお知らせ 

（編集委員会） 

当学会の機関誌『日中社会学研究』第 14 号 

の原稿を下記の通り募集いたします。投稿を 

希望される方は、2005 年 12 月１日（木）ま 

でに電子メールにてお申し込み下さい。登録 

受付の旨を返信メールにてご連絡いたします。 

会員の皆様の投稿をお待ちいたしておりま 

す。 

記 

投稿登録締め切り：2005 年 12 月１日 

（原稿提出締め切り：2006 年 1 月 31 日） 

原稿登録の際の必要記入事項： 

①氏名 

②連絡先住所、電話番号、FAX、メールア 

ドレス 

③所属、身分 

④投稿予定原稿のタイトル 

⑤投稿区分：論文または研究ノート 

投稿登録先： 

南 裕子（一橋大学大学院経済学研究科） 
Email：yminami@econ.hitu.ac.jp 

＊なお電子メールで投稿申し込みができない 

方は、FAX（0473228802）をご利用くださ 

い。 

以上 

■調査ノート 

S 市・T 市「民工子弟教育問題」調査（第一次） 

宮崎満（愛媛大学） 

Ⅰ、日程 

３月１５日 午前、Ｓ市Ｂ区・Ｈ小学校 

を訪問、ヒヤリング。 

午後、 同区内の 「民工子弟学校」 

Ｌ小学を訪問、 ヒヤリング。 

３月１６日 終日、Ｓ市Ｓ区・Ａ小学校 

を訪問、ヒヤリング。 

３月１８日 午前、Ｔ市教育局を訪問、 

ヒヤリング。午後、同教育 

局の案内でＴ市Ｋ区・Ｍ小 

学校を、次いで隣接する同 

市・第１９中学校を訪問、 

ヒヤリング。 

Ⅱ、問題の所在 

現代中国が直面する重大課題の１つは、都 

市・農村間格差問題であるが、農村の側に焦 

点を合わせればそれはいわゆる「三農問題」 

である。中国政府は、昨年に続き今年も「１ 

号文件」でこれを取り上げた。都市とのかか 

わりで見れば、それは沿海諸都市等に大量に 

流入する農民工とその流動問題であるが、 ‘90 

年代後半以降、農民工の都市での滞留が長期 

化する傾向がはっきり現われており、これに 

伴い、これら農民が帯同して流入する、ある 

いは出身地から呼び寄せる学齢児童の教育問 

題、とくに義務教育問題が重大化している。 

その突出した発現形態が北京、上海などの大 

都市ですでに多数存在する、正規に認められ 

たものではない、私営“地下学校”としての 

「民工子弟学校」である。しかし、これらの 

学校の多くは、いわばサブ・スタンダード学 

校であり、将来を担う“小国民”への教育サ

mailto:yminami@econ.hit-u.ac.jp
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ービスの内容が心配である。他方、高額の賛 

助金（入学金）や借読費（特別授業料）を払 

って公立学校に入り、良質な教育を受けるこ 

とができるのは富裕な親をもつ子供達だけで 

ある。さらには、 “貴族学校”と呼ばれる高学 

費の私立小中学校に子供を通わせるごく少数 

の親もいる。ここには、都市住民との間では 

なく農民工内部での格差、差別が現われてい 

る。

しかし、農民工子弟の教育問題は流入先都 

市にのみ存在するのではない。農民の大量流 

出、計画出産の普及による児童数の減少、さ 

らには一部教師の都市への流出等により故郷 

の義務教育もまた重大な問題に直面している。 

“空巣”学校とか“麻雀”学校と表現される 

ような施設低利用が小学校段階で見られる半 

面（学校統合により通学の遠距離化、寄宿制 

採用による就学費の負担増も生じている）、中 

学校段階では教育提供の不足問題が深刻であ 

るといわれる（文献⑨、⑩）。これに加えて、 

今世紀初めから中央政府により実施されてい 

る農村教育経費を農民負担から政府（県）負 

担へ転換する（農民負担を軽減する、指定貧 

困地区ではゼロにする）政策が未だ効果をあ 

げておらず、農民の負担が減った分、教育経 

費の支出が減る、それによって教師の給料の 

未配遅配が多発する、老齢化など教員の質の 

低下が進む、といった由由しき事態が生じて 

いると報告されている（文献⑩）。「田園教育 

まさに蕪れなんとす」である。 

このような問題認識に立って「民工子弟教 

育問題」を研究する第一歩として、今回の現 

地調査を実施した。 

Ⅲ、調査対象地域・対象施設（機関）の選択、 

調査方法 

１、Ｓ市とＴ市、それぞれの対象区 

近年の凄まじい勢いの経済発展で世界の注 

目を集めているＳ市は、全国で広東省に次い 

で流入人口が多く（ ‘00 年の流入人口は約 387 

万人である。文献⑮）、民工子弟学校も北京市 

と共に最も多いと見られている。訪問した２ 

つの学校が所在するＢ区は、別図のとおり、 

Ｓ市の中心部をなす９つの区の南側に位置す 

る近郊４区の１つである。Ｂ区は‘80 年に成 

立し（かつて独立して存在していたが、一時 

期他の区に併合されていたのが再び独立して 

区各が復活した）、 ‘92 年には隣接するＳ県を 

併呑して現在に到っている。 ‘99 年末現在の 

（戸籍）人口は約 617,500 人（文献⑯）、 ‘00 

年のそれは約 649,100 人。流動人口を含む同 

年の総人口は約1,217,300人である （文献⑮）。 

人口密度は 3,275 人／ｋ㎡で中心９区以外で 

は２番目に高い。また、 ‘00 年の流動（外来） 

人口は約 481,000 人で、絶対数では 2 番目だ 

が、戸籍人口に対する比率は 74.1％で全市で 

1 番高くなっている。 

Ｔ市は‘94 年に地区級市から副省級市に昇 

格した。明治期から日本との縁が深く、現在 

ではＳ地区にその地位を奪われているが、最 

近まで日本企業の進出がいちばん多い都市で 

あった。東北３省の対外窓口としてのＴ港を 

もつ同市の経済基地としての役割は、 ‘99 年江 

沢民主席（当時）が“北方の真珠”と称した 

とおり、きわめて大きいものがある。 

‘98 年現在の人口は約 543 万人で （ただし、 

郊外部の県等を含む）漸増傾向にあり、省内 

では省都に次いで２番目の大きさである。今 

回の調査については、事前の問い合わせ等に 

よって、同市には「民工子弟学校」のごとき 

ものは存在せず、すべて公立学校で受け入れ 

ているとの情報を得ていたが、Ｓ市との対比 

という点で有意と判断してこれを対象とする 

こととした。 

訪問した２つの学校が所在する同市・Ｋ区 

は、Ｔ市の中心市街のほとんどすべてをカバ



14 

ーするＮ区を囲む５つの郊外区の１つであり、 

Ｔ市外からの、およびＴ市内他地区とくにＮ 

区からの流入が多い地区である。当然ながら、 

農民工とその子弟が多い。なお、Ｔ市にはこ 

れら６区（市街区）のほかに同市が管轄する 

３つの市と１つの県があり、これらのもつ人 

口の合計は約 281 万人で大・Ｔ市の人口の半 

数以上を占めている。 

２、対象施設（機関） 

①Ｓ市Ｂ区・Ｈ小学校 

②S 市Ｂ区民工子弟学校「Ｌ小学」 

③Ｓ市Ｓ区・Ａ小学校 

④Ｔ市政府教育局 

⑤Ｔ市Ｋ区・Ｍ小学校および同市第19中学 

校

３、調査方法 

アンケート調査方式等は採用せず、通訳を 

付けての直接面接による聞き取りによった。 

とにかく、今回はひたすら細大もらさずメモ 

をとることに努めた。なお、地域の情況につ 

いては、公刊されている資料も一部参考にし 

た。 

Ⅳ．訪問・ヒヤリング内容 

１．Ｓ市Ｂ区Ｈ小学校 

同校は M 区教育局が管理する公立学校で 

ある。 

1）所在地ほか 

鉄道の終端駅の近くにあり、前述のとおり、 

市外からの流入人口（農民工）に加えて市中 

心部から流出者を受け入れるドーナツの環の 

一部を構成する地区にある。校地は一方が地 

下鉄の高架線路、ニ方がアパート群に囲まれ 

ているが比較的閑静である。敷地はやや手狭 

だが、校庭は中央部に人工芝を配したアンツ 

ーカーのトラックを中心によく整備されてい 

て、全体に清潔である。 

2)対面者 

校長Ｂ氏。40 代前半と見られる女性で、教 

師というより有能な経営者、幹部といった感 

じ。

副校長Ｈ氏。校長が校内を案内してくれた 

後、副校長から話をきいた。 

副校長は日曜学校の校長をつとめていると 

のこと。上海の代表的な中年女性エリートと 

いった感じで、肝心なところで率直な物言い 

と表現力の豊かさがそれを示している。この 

人が近所の（といってもかなりの道のりだっ 

たが）民工子弟学校（後出）を紹介してくれ 

た。

3) 生徒数ほか 

生徒総数は約 700 人（地元農村戸籍 10 名、 

地元都市戸籍ほか 90 名（うち民工子弟約 300 

人。民工子弟とその他の生徒とのトラブルは 

ない。制服、かばん等あり。 

クラス数は 20。M 区の基準では１クラス 30 

人以下というが、単純に計算すると 35 人にな 

る。

教師数は 73 人。 

① 人口増加圧力が強く、志願者が定員を 

常に越えるので生徒受け入れに際し選考 

を行うが、そのさい民工子弟は排除の対 

象になりやすい。入学試験はないが、学 

年編入のさいはテストを行ない（とくに 

英語、 というのは英語は１年生から必須）、 

その結果で編入学年を決めるとのこと。 

② 子供達は大変お行儀が良く、規律が行 

き渡っている名門校という印象。実際に 

授業を参観したが、１年生から英語を教 

えている。後で聞いた話だが、Ｓ市民に 

とっては英語を学習するのは当り前との 

ことである。 

4)学費ほか 

① 戸籍のない者（民工子弟など）の授 

業料（借読費）は、基本的には、 ‘04
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年度から１学期 500 元 （それ以前は 270 

元）。２学期制。ただし、次の５項目を 

すべて満たす場合は、この 500 元は不 

要。 

a）農村戸籍である、ｂ）１人っ子 

である、ｃ）親がＳ市で就業している 

（要証明書）、ｄ）親が労働保険に加 

入している、e）Ｓ市の居留証あり 

これらをすべて満たすケースはごく 

少ないという。当然だ。 

② すべての生徒が、教材費、雑費を支 

払わなければならないが、その合計の 

上限は、市当局によって 320 元（１学 

期）と決められている。 

２．Ｓ市Ｂ区Ｌ小学校（民工子弟学校） 

1)所在地ほか 

Ｈ小学校からタクシーで15分ほどのとこ 

ろで、工事現場の多いほこりっぽい地区であ 

る。 

2)対面者 

校長（経営者） Ｒ女史。当初門番に「校 

長は不在」と断られたので、門の鉄格子越 

しに生徒達と話していると（昼休み中だっ 

た） 、 先生がやってきて子供達を連れていく 

という具合だったが、そうこうするうちに 

運良く校長が外出（昼食か）から帰ってき 

て、われわれが上記の「マニフェスト」を 

書きとっているのを見て「お前たちは何を 

しているのか」と話しかけてきた。事情を 

話すと、気軽に校長室に案内してくれた。 

校長のバックグランドなどについて聞くこ 

とはできなかったが「マニフェスト」が示 

すとおり、政治的なセンスも十分備えてお 

りわれわれの訪問も学校のＰＲに利用する 

価値ありと見たように思える。 

3)生徒数ほか 

① 前述のとおりテニスコート３面などの 

敷地の大半を校舎が占めている。建物は 

２階建てで、 上が高学年、 下が低学年用。 

かなり古く、うす暗い。Ｈ小学校で聞い 

た、 壁が崩れて子供が死んだというのは、 

この学校のことらしい。 

② 校舎は賃借で、20 万元／年(17 万は賃 

借料、水光熱費３万)。 

③ 設立は‘94 年（正式スタートは’95 年） 

④ 2000 年に区政府に届出て、一応「登録 

済み」という形になっている。その際、 

一緒に届出て「承認」されたのは６校だ 

った。このことがあってか、 ‘04 年度に 

区政府からパソコン 25 台、黒板 22 枚、 

エアコン１台など計 15 万元相当の援助 

をはじめてもらった、とのこと。 

⑤ 教師数 40 人、生徒総数約 1,100 名 

⑥ 学費（授業料）は 1 学期 370 元、雑費 

50 元、ほかに教材費が必要 

⑦ カリキュラムは公立校とほぼ同じにし 

ているが、テキストはＳ市特別用のもの 

ではなく、全国版を使用している。『小学 

校管理規定 1996』が校長室の壁に張り出 

されていた。 

⑧ 給食は１食 2.5 元で提供されるが、自 

宅へ帰って昼食をとる生徒も結構いる 

という。 

⑨ Ｂ区の民工子弟学校は 80 校あったが、 

現在は 40 校に減少している。 生徒や親達 

は、公立よりは悪くても故郷の学校より 

はマシと判断しているのではないか。 

⑩ 教師は短大以上の学歴をもつ者が多く、 

毎年３～５名が転職していくので、他の 

民工学校より高い給料を出している。 

4)その他 

＜民工子弟学校「Ｌ小学の“マニフェスト” 

＞（正面横の壁面に大きく書かれている） 

「“L”原意路辺的花草、但是 L 小学的新 S 

市民子女能句多和 S 小朋友―祥接受義務教
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育、同享―片藍天共創美好未学。L 小学」 

３.Ｓ市Ｓ区Ａ小学校 

1)所在地ほか 

同校はＳ市中心部のＳ区にある。Ｓ区は先 

の図の示すとおり、中心部９区の中でも都心 

３区を構成しており、人口は減少傾向にある。 

‘99 年末現在の人口は 371,000 人に過ぎない 

が人口密度は 48,688 人／km ２ と高い。周囲に 

は高層マンションやオフィスビルが多い。東 

京銀座の泰明小学校とよく似た感じで、校庭 

は極度に狭い。とくに高級マンションが多く、 

そうしたマンション等の建設工事に従事する 

民工や家政婦も多く居住しており、同校はか 

なり多くの民工子弟を受け入れている。 

2)対面者 

Ｃ副校長 （校長は男で、知らん顔） 

Ｃ教務主任 ご主人は日本語を学び、現在 

日本企業に勤務 

3)生徒数ほか 

① ９年一貫の公立校である。小学が 1～5 

年で 488 名、中学が 1～5 年で 753 名、少 

子化傾向を反映して、中学のほうが多い 

形となっている。 

② １クラスの生徒数は 27～28 名(最多 30 

名)だが、平均的。うち 10 名は外来者(流 

入者)で、 そのうち 8 名が農村戸籍者とい 

う具合だ。また、低学年ほど農戸の比率 

が高い。 

③ 民工子弟の親の職業はさまざまで、中 

にはちゃんとした自営業主もいる。安徽 

出身者が多い。親の経済水準、「文化」水 

準は低い場合が多いが、子供の中には優 

秀な者もいる。 

④ 制服もあり、民工子弟に対する区別、 

差別はない。生徒間トラブルもほとんどない。 

⑤ 学年編入のさい、応募者が多ければテ 

ストをするが、英語のレベルに差がある 

場合が多い。 基本的にすべて入学を許す。 

編入は能力判定の上で行う。 

4)学費ほか 

借読費は小学 500 元、中学 800 元のＳ市一 

律料金を適用。ただし前述の５つの条件を 

満たせば免除される。雑費、テキスト代は 

全員負担。 

４．Ｔ市Ｋ区Ｍ小学校 

1)所在地ほか 

Ｔ市Ｋ区。校地 17,230 ｍ ２ 建物５階建 

て 7,293 ｍ ２ 

2)対面者 校長Ｒ女史 

3)生徒数ほか 

教師数 82 人。生徒数 2,503 人で、そのう 

ち民工子弟が 1,309 人（52,3％）。 

各年７クラス、ただし 12 年次のみ８クラ 

ス（この年流入者が多かった） 

親の出身地（どこから流入してきたか） 

は、黒龍江省 20,2％、遼寧省内 17,0％、 

吉林省 4,9％などである。民工子弟と一 

般生徒は仲良く融和している。三高女子 

学生など被表彰者の 66％を民工子弟が 

占めているという。ここでも１年生から 

英語を教えている。昼食のとり方はさま 

ざまで、給食利用、弁当、自宅まで帰る 

者に分かれる。 

4)学費ほか 

雑費60元プラス教材費のみ負担すればよ 

い。編入のさいテストはしない。 

手続き時提出する書類は、a)もとの学校 

からの転校証明書、b)暫住証(父母の、Ｔ 

市公安発行）、c)戸籍証明書(農村戸籍で 

あることの証明)である。 

5)生徒との面接 

校長先生や担任の先生の前でではあった 

が、以下の 3 人の流入生徒にインタビュ 

ーできた。
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①Ｌ (男)‘91 年生まれ。7 歳のとき四 

川省から来た。 8 歳で入学、 現在 4 年生。 

姉 16 歳で中 3。昼食は弁当。 

②Ｓ (女)‘93 年生まれ。6 歳のとき河 

南省から来た。 7 歳で入学、 現在 4 年生。 

弟 9 歳小 2。昼食は自宅へ。 

③Ｏ (女)‘94 年生まれ。‘04 年 9 月編 

入、4 年生。Z 市（大Ｔ市に含 

まれる市の一つ） から転入し、 

伯母の元に寄留している。昼 

食は自宅へ。 

大勢の人の前であり、３人共緊張の色は 

隠せなかったが、「現在の学校生活に満足し 

ているか、不満はあるか」「前の学校とくら 

べてどうか（③の場合のみ）」といった質問 

に、力強い物言いで「満足している、差別 

はない、公平だ、楽しい」と答えてくれた。 

このインタビューは事前にお願いしていた 

のではなく、校長とのヒヤリングの中で急 

拠させていただくことになったものなので、 

生徒の側で前もっての準備はなかったもの 

と考えられるだけに、答えは本心と受けと 

れた。とくに急拠「転校生」として追加的 

に呼び出された③の女の子が、それだけに 

緊張度も高く、答えにつまりながらも決然 

とした物言いで「内容が豊富だから、こち 

らの学校のほうがよい」と答えたのには感 

心、感動した。 

５．Ｔ市Ｋ区第 19 中学校 

1)所在地ほか 

Ｋ区ＭのＭ小学校にほど近い立地なの 

で、条件は同じと考えてよい。 

運動場約 8,000 ｍ ２ 校舎 4,670 ｍ ２ 。現 

在、隣接地に 15,000 ｍ ２ （うち体育館 

1,500 ｍ ２ ）の新校舎を建設中。完成･移 

転後、現校舎はＭ小学校が使うことにな 

る。 

2)生徒数ほか 

生徒数 1,161 人。教師数 76 人。クラス 

数 26(1 年 8 クラス、2 年 10 クラス、3 

年 8 クラス）。本来２４クラスなのだが 

‘03 年は流入者が多かった。 

民工子弟はほぼ半分を占めており、こ 

れは同区内では多いほうだという。民工 

出身地は南方が多いが（近くに木材工場 

が多くあり、この分野では南方出身労働 

者が多い）、最近は黒龍江省、遼寧省、吉 

林省も増えている。民工子弟と一般生徒 

との間の関係に問題は生じていない。 

3)学費ほか 

雑費90元プラス教材費のみ負担すれば 

よい。 

民工子弟の場合、政府の指示でテスト 

なしに受け入れなければならないが、学 

年決定はテストで決める。その上で、英 

語など必要な補習をする。 

手続に必要なのは①暫住省（合法的居 

住許可証）と②農村戸籍（の証明）であ 

る。前の学校の転校証明書は、遠隔地に 

あることなどの理由で要求できない場合 

が多い。 

６．Ｔ市教育局 

学校訪問に先立ち同局を訪問。ヒヤリング 

のあと、同局員が付き添って学校へ向かった。 

1)対面者 基礎教育２処処長 Ｒ氏 

弁公室秘書 Ｏ氏 

2)民工子弟の教育に対する基本的な姿勢 

流動先で「管理」せよという国の指示 

に従い、Ｔ市では地元公立校ですべて受 

け入れている。しかし、民工子弟が多い 

Ｋ区では今後この方針を維持できるかど 

うか問題。市が民工子弟のための学校を 

つくることも考えられる（民工子弟だけ 

を受け入れるものになるかどうかもわか
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らない）。 

3)民工子弟流入の状況（ ‘04 年９月現在） 

流動人口(すべて民工とはかぎらない) 

の子弟の就学年齢者は 84,039 人。 そのう 

ち小学生は 63,278 人(民工子弟 50,075 

人)。 中学生は 20,761 人(民工子弟 12,727 

人)。 流動人口子弟の就学年齢者全体に占 

める民工子弟の割合は 74.7％である。 

4)公立校への受け入れ条件 

受け入れ基準は、①住居から近い学校 

へ、②学校は定員内なら受け入れ義務あ 

り―区政府が調整、③入学金（借読費） 

はとらない、となっている。 

また、 提出書類は、 ①暫住証、 ②就業(在 

籍)証明書、③故郷の学校の在籍証明書、 

④故郷の戸籍証明書(移動前のもの)で、 

学費は‘04 年秋以降国務院指示に従い、 

地元生徒と同額としている。徴収額は下 

記の「雑費」のみ（テキスト代は別）で 

ある。 

１学期につき中心部の小学校は 60 元、 

中学校は 90 元。非中心部の小学校は 45 

元、中学校 70 元。 

Ⅴ、その他（第一次調査のまとめなど） 

別稿にゆずる。 
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⑯ 上海市統計局 『上海市統計年鑑 2000』 2000 

年７月。 

⑰ 張海氷『新加玻与Ｔ』2001 年３月。
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■研究者ネットワーク 

Ｆ.Ｑ uei Ｑ uo(郭煥圭) 

（サイモンフレーザー大学・名誉教授） 

中村則弘(愛媛大学) 
クオ教授は台湾の出身です。台湾大学法学 

部政治学科を卒業後，フルブライト留学生と 

して渡米，南イリノイ大学で Ph.D を取得さ 

れています。オックスフォード大学，プリン 

ストン大学(シニアフェロー)を経て， カナダの 

サイモンフレーザー大学政治学部に着任され， 

教授，学部長を歴任されております。また， 

日本でも，東京大学社会科学研究所をはじめ， 

筑波大学社会科学系や東京国際大学で教鞭を 

とられました。 

中国との関係では，かつて，費孝通教授， 

趙復三教授(元中国社会科学院副院長)との共 

同研究をなされました。日中社会学会につい 

ても，草々期の事務局メンバーが，趙復三教 

授との連絡などで，たいへんお世話になった 

ように記憶しています。 

教授は多くを語られませんが，国民党の言 

論弾圧を経験しておられます。フルブライ 

ト・プログラムに合格したことで台湾を脱出 

することができ，カナダの大学が受け入れて 

くれたことで，危うく一命を取りとめること 

ができたとまで聞き及んでいます。専門は政 

治学ですが，政治プロセスを裏打ちする政治 

文化に大きな関心を寄せてこられました。著 

書，論文について英語，中国語，日本語で出 

版されたものが多数あります。ちょうど今年 

八月，日本で台湾の行方』創風社を出版され 

ましたので，それを掻い摘んで紹介しておく 

ことにします。 

この本では，中国の台湾政策，アメリカと 

日本における台湾問題を鋭く検証した上で， 

台湾の未来について，「政治や経済を乗り越え 

ての人間の幸福論」こそが基礎となるべきだ 

と力説されています。さらに，台湾において 

民主主義の発展をみたなかで，「民主主義は制 

度だけではない。それ自体に文化があるのだ。 

それは政治的に自分の主張をはっきり言える 

人々の生き様なのだ」，「台湾人たちの先祖が 

政治から逃避したために，いまの台湾の悲哀 

がある」という著述には，鬼気迫るものすら 

感じます。そして「統一・独立のいずれのシ 

ナリオも現在の思考枠組から脱出するのが先 

決条件」という主張には，深く沈思させる説 

得力があります。 

日本への有り余る思いを込めて，教授は鋭 

く問いかけておられます。「台湾問題が解決し 

ない限り，北東アジアの平和はない。平和を 

愛好する日本人ならもっと歴史と現実を学び， 
(中国の軍事行動の可能性に目をそむける)日 

本政府の中国政策を糾弾すべきだろう」，「台 

湾の人々にとって，先の大戦は未だに終わっ 

ていない。･･･その戦争を勝手に始め，勝手に 

他人を引きずり込み，終わるやいなや知らん 

ふりをしている日本を許してよいのだろう 

か」。 

われわれも，台湾の問題については，無視 

しているわけには行きません。少なくとも， 

一定の見識はもっておかねばならないでしょ 

う。

中国との研究交流はもちろんですが，北米 

の中国社会研究者や社会学研究者について， 

本学会との橋渡しもお願いしてあります。教 

授は今年，カナダに帰国されますので，連絡 

先については，日中社会学会事務局までお問 

い合わせください。 

なお，著書の『台湾の行方』につきまして 

は，先生の好意で本学会会員の方には，著者 

割引(定価 2000 円の 2 割引き)で購入できます。 

発送は，中村が個人的(無料)に行います。こち 

らも，ご一報ください。
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■留学雑感（第２回） 

早朝バトミントンと武術 

――「健康の探求」と身体の自己管理 

池本淳一（大阪大学・中国社会科学院） 

大家身体好吗？池本淳一です。大連での語 

学留学も無事終了し、私は現在、中国社会科 

学院社会学研究室の客員研究員として努力研 

究する日々をおくっております。さて今回は、 

私が大連滞在中に武術家求めてうろついてい 

た時の雑感を書きたいと思います。 

語学留学中、私はまだ見ぬ在野の武術家を 

求めて、朝早くから大連中の公園を放浪して 

おりました。しかし見つかるのはバトミント 

ンやランニングをしている若者、後ろ向きに 

ひたすら歩いているおばさん、手をぶんぶん 

振り回しているおじさん、そして楊式太極拳 

（いわゆる健康のための太極拳）や舞踊に興 

じるご老人の方々、といった人々でした。他 

方、伝統武術を練習している人はほとんど見 

かけず、この公園めぐりの旅は失敗に終わり 

ました。 

後日聞いたところによれば、やはり近年、 

公園等で武術を練習する人の姿、特に若者が 

めっきり減ったそうです（その原因としては、 

近年の学歴社会化、労働市場の拡大、成人を 

迎えた「一人っ子」たちの「圧力」等、教育 

制度や労働市場、そして親族構造の変化とい 

ったといった要因が考えられます。詳細は後 

日発表予定の拙稿にて）。なにわともあれ、現 

在では民間伝統武術を継承すべき次代の若者 

が減少しつつあり、武術文化の継承が困難な 

状況にあります。 

しかしこの放浪中、中国的な運動習慣その 

ものは今後も根強く存在し続けるようにも感 

じました。 そもそも武術には、 健 （健康維持） ・ 

美（舞踊的側面）・用（護身的側面）の三つ 

の側面があり、平和な時代には健康維持がも 

っとも重要な役割となります。その意味では、 

後ろ歩きのおばさんや公園でオリジナリティ 

あふれる「わし流」健康体操をしているおじ 

さん、そして早朝からバトミントンをしてい 

る若者は、「平時の」武術文化の一翼を担いう 

る人々だともいえるでしょう。言い換えるな 

らば、それらの思い思いの自己流健康法を実 

践している人々の中から、ひたすらその開発 

にのめりこむ人々が育ち、そしてオリジナリ 

ティあふれる武術や気功が発展していったの 

です。このような自分自身の努力で健康維持 

を図る運動習慣が存在する限り、また何かの 

きっかけで、健康法から審美的武術、そして 

実用的武術への発展の流れが生み出されると 

思います。 

もっとも、この自己流健康法の発展の裏に 

は、中国における社会的に制度化された身体 

管理の不備、といった問題があります。武術 

もバトミントンも、悪意ある他者か病原菌・ 

成人病かといった違いがあるものの、身体を 

自分自身の努力で保護する、という面では同 

じものです。護身であれ健康維持であれ、そ 

れは世界中の人々にとってのっぴきならない 

問題です。しかし例えば日本では、一時的な 

健康ブームや格闘技ブームこそあったものの、 

それこそ「習慣」のレベルにまでそれが浸透 

することはありませんでした。他方、現在、 

中国では有名ブランドの薬品を騙ったニセ薬 

や、不当に高額な医療費を請求する商業主義 

的医院が問題になっています。そのような状 

況を反映してか、私の友人達も風邪を引いた 

ときはまずは昔から使い慣れた漢方薬で治そ 

うとし、それで効果のないときだけ、病院に 

行っていました。要するに身体管理といった 

人間としてもっとも基本的かつ重要な要件が、 

中国では 「他人任せ」 にすることができない、 

という状況にあります。それゆえ、自分の身
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体は自分で守る、といった生活態度が不可欠 

なのであり、その延長線上に、早朝バトミン 

トンも武術も存在しているのです。 

このように、中国にはバトミントンに始ま 

り武術や気功にまで続く、民衆に根付いた豊 

かな運動習慣が存在しています。それは、時 

間と場所を区切り、日常生活から隔離された 

場でのみ、「興奮の探求（N．エリアス）」や 

健康増進を図る西洋文明のスポーツ文化とは 

また違った発展を辿った身体文化だといえま 

す。しかしそれは、中国の医療不信や他者一 

般への信頼の欠如といった問題とワンセット 

のものなんだろうなぁ、なんて思いつつ、北 

京でも公園を徘徊する毎日をおくっておりま 

す。ではでは、また。 

（8 ページ末より） 
2005 年度第 2 回理事会報告（つづき） 

3.ワーキングペーパーの発行について 

③ 研究業績としては、研究ノート未満と 

すること。 

④ 執筆者の費用負担は、少なくとも今年 

度については無料とすること。 

⑤ タイトル（冊子の名称）については、 

理事会で審議したうえで決定すること。 

⑥ 今年度については担当を事務局とする 

こと。 

以上です。 

執筆要領は25ページ以降に掲載してありま 

す。新たな研究発表の機会として、活用して 

いただければと思います。 

4. ホームページについて 

単著および編著を中心として、会員業績目 

録情報の充実をはかること、当面、現状の一 

般サーバーを利用するが、可能な限り早い時 

期に国立情報学研究所のサーバーに切り替え 

ることが承認されました。 

5. 北京での研究集会開催について 
2006 年 10 月ごろまでをめどに、北京にて 

研究集会を開催することが承認されました。 
6. 名簿の更新・発行について 

冊子体での名簿（更新版）を発行について 

は、個人情報保護法や各種名簿が悪用される 

可能性を考慮し、慎重に臨むことが承認され、 

次の手順を踏んでいくこととなりました。 

①会員一人ひとりに対して、情報の確認・ 

修正を求める。②名簿掲載情報について、項 

目ごとに可・不可を確認する。③集約したう 

えで、名簿を発行する。 

なお、掲載情報に関してのガイドラインは 

次の通りです。一般会員で本務校のある会員 

は、氏名、所属、所属住所、所属電話、所属 
FAX、所属メールアドレス。また、学生会員 

および本務校のない会員は、氏名、所属、所 

属住所、自宅メールアドレス。 
7. 『日中社会学研究』の明石書店委託販 

売について 

『日中社会学研究』の非会員への販売につ 

いては、明石書店に委託することが承認され 

ました。学会活動広報への寄与、レイアウト 

等についての助言、雑誌販売収益の増額、業 

務軽減などが利点として期待できるためです。 
8. 入退会について 

2 名の入会を承認しました。 
9. その他 

会長より、理事の担当兼任を認めるように 

してはどうか、という提案がありました。 

現状では各々の理事がひとつの担当となっ 

ています。しかし、担当により、また、時期 

により業務量には偏りがあります。 

この偏りをある程度緩和し、現状よりも効 

率的な業務遂行を可能とすることが提案理由 

です。 

理事会としての合意にまでは至りませんで 

したが、認める方向で継続審議といたします。
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■事務局からのお知らせ 

○名簿の更新について 

会員の皆さまに、事務局が把握している情 

報の確認・修正、および各情報の名簿掲載の 

可否の確認をお願いすることとなります。そ 

の際にはご協力をよろしくお願いいたします。 

○中日社会学会との交流事業について 

・中日社会学会中心メンバーとの懇談 

中村会長と首藤理事が事務局を代表して中 

国を訪問し，8 月 13 日，李培林氏(中国社会科 

学院社会学研究所副所長･教授)，羅紅光氏(同 

教授･中日社会学会事務局長)，宋金文氏(北京 

外国語大学日本学研究センター副教授)，周迎 

氏(中日社会学会事務局秘書)と「中糧広場」に 

て懇談を行った。そのなかで，今後，日中社 

会学会と中日社会学会が幅広く協力関係を築 

いていくことを確認し，具体的な交流事業と 

して「共同研究集会の開催」，「共同研究の立 

案」などを精力的に進めて行くことで合意し 

た。なお，この日，陸学芸会長は出張のため， 

残念ながらお会いすることができなかった。 

○陸学芸氏(中日社会学会長)との懇談 
9 月 16 日(金)，中村会長が中日社会学会の 

会長である陸学芸氏と中国社会科学院におい 

て懇談した。そのなかで陸氏より，「政治はい 

ろいろあるが，学会を含め民間の交流はとて 

も大事である。双方の学会が交流事業を行う 

ことはたいへん有意義だ」との言葉をいただ 

いた。 中日社会学会は 10 月より本格的な活動 

を開始するとのことであった。 

■「日中社会学叢書」（明石書店） 

執筆者公募のお知らせ 

監修：中村則弘・袖井孝子・永野武 

「日中社会学叢書」を明石書店より刊行し 

ます。本事業は、「日中社会学会」としての取 

り組みではありません。「日中社会学会」及び 

「中日社会学会」の有志が執筆者であり、中 

村則弘、袖井孝子、永野武の３名が監修を務 

めます。2007 年３月の出版を予定しています 

（完成稿の提出期限は 2006 年 10 月）。 

各巻の構成、および編者は、以下のように 

なっております。 

１．「文化と変動」(総論) 中村則弘 

２．「エスニシティ」 永野武・過放 

３．「地域と家族」 

小林一穂・落合恵美子・首藤明和 

４．「社会保障と福祉」 

袖井孝子・陳立行・鍾家新 

５．「情報社会と産業」 石井健一・唐燕霞 

６．「移動する人々」 根橋正一・東美晴 

７．「住民組織」 黒田由彦・南裕子 

この度、各巻で、それぞれ 1 名から３名ほ 

どの執筆者を公募いたします。下記の公募要 

項をよくご確認のうえ、「日中社会学叢書」 

事務局担当の首藤までご連絡ください。 

記 

・公募対象は、日中社会学会会員とする。 

・公募を通じた執筆者の選考は、監修者及び 

各巻の編者が行う。 

・選考の結果は、監修者より応募者に通知す 

る。 

・応募にあたっては、以下の事項を明記し、 

かつ、必要書類を揃えて、事務担当（首藤） 

宛に郵送すること。 

①氏名・所属
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②連絡先（電話・FAX・Ｅメール） 

③執筆を希望する巻 

④代表的な研究論文業績（３つまで）の現 

物か抜刷、あるいはコピー（提出された 

業績は、選考終了後に返却する） 

⑤投稿する論文の仮題 

⑥投稿する論文の要旨（2000 字程度） 

○公募期限：2006 年１月 10 日（必着） 

○公募書類の提出先 

・兵庫教育大学 首藤明和研究室 

〒673－1494 

兵庫県加東郡社町下久米 942－１ 

○不明な点などの問い合わせ先 

・首藤明和研究室 

電話・FAX：0795－44－2165 

E-mail: shuto@soc.hyogo-u.ac.jp 

以上
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『日中社会学会ワーキングペーパー』執筆要領 

１．投稿は、ワープロソフト word による横書きとする（書式等は９．を参照）。 

２．分量は、印刷時 10 ページ以内（図表込み）とする。 

３．原稿は下記の順序に従って記述する。 

題目、執筆者名、本文、注、参考文献、執筆者ローマ字名、所属。 

４． 本文の章・節の見出しは次のとおりとする。 

１． ２． ３．・・・・「章」に相当 

（１）（２）（３）・・・・「節」に相当 

１） ２） ３）・・・・「項」に相当 

５．本文への補注は、本文箇所の右肩上付で１、２、３、…の記号をつける。 

そのうえで、本文の後、参考文献の前に、注として一括して掲載する。 

【本文箇所の例】 ・・・である 1 。 

６．引用文献注は下記のように掲載する。 

引用文献注は本文の該当箇所に[ ]を付して[著者名（姓のみ），西暦発行 

年：引用ページ]を示す。同じ年に発行された同じ著者の文献が複数ある場 

合には、「1988a」「1988b」のように発行年の後にアルファベットを付けて 

区別する。 

【例】・・・である[青井,1974：81][Elder,1974：訳書 1415]。 

７．参考文献は論文末の補注の後、執筆者ローマ字名の前に、著者姓のアルフ 

ァベット順に並べ、一括して掲載する。項目は以下の①～⑤とし、全角カン 

マで区切り、最後に全角ピリオドをうつ。一つの文献が２行以上にわたる 

場合には、２行目以降を１文字分右に下げる。 

① 著者名（外国人の場合も姓を最初に） 

② 刊行西暦年（同一の著者の同一年度に発行の複数の著書または論文 

がある場合には、発行年度の次に a，b，c……を付する。） 

③ 書名または論文名（日本語・中国語の場合：単行本は『 』、論文は 

「 」；欧米語の場合：単行本はイタリック体、論文は“ ”、掲載誌 

名、巻号）
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④ 出版社または掲載雑誌名（和雑誌の場合は『 』、洋雑誌の場合はイ 

タリック体） 

⑤ 掲載頁（論文の場合） 

【例】 

参考文献 

福武直，1946，『中国農村社会の構造家族』，大雅堂． 

青井和夫，1966，「都市住民の生活誌」 ，青井和夫編『中国の産業化と地域生 

活』，東京大学出版会，313339． 

森岡清美，1988,「女性ライフコースの世代間および世代間葛藤」，日本社会 

学会編『社会学評論』 155,230―239． 
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究編輯部編『社会学研究』62，3639． 

８．図、表、写真類も、word 文書ファイルの中にとりこむこと。 
(1)図・表の番号は、図－１、表－１のように示し、図と表のそれぞれについ 

て通し番号をつけること。 
(2)表にはタイトルを上に、図にはタイトルを下につけること。 
(3)図・表・写真等を他の著作物から引用する場合は、出典を必ず明記し、必 

要に応じて原著者または著作権保持者から使用許可を得ること。 

９．ページ設定、書式等 

・ Ｂ５用紙 余白－上：30 ｍｍ 下・左・右：全て 25 ｍｍ。 

・ 文字数と行数を指定する。35 字×33 行。 

・ 特に指定がない場合、文字のサイズは 10 ポイントとする。文字のフォント
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はＭＳ明朝を基本とし、半角英数は Century とする。 

【書式例】 

＜はじめから＞ 

・ 題目：ＭＳゴシック 14 ポイント・太字 サブタイトルは 12ポ 

イント・太字。 

＜１行あけて＞ 

・ 執筆者名：ＭＳ明朝 11 ポイント、右寄せ。 

＜２行あけて本文開始＞ 

・ 章タイトル （１． ○○○○○○○○○○○○）：ＭＳゴシック 11 ポイント。 

・ 節タイトル（（１）○○○○○○○○○○○○）：ＭＳゴシック 10 ポイント。 

・ 本文そのものは基本のフォント・サイズで。 

＜本文終了後、１行あけて＞ 

・ 注（見出し）：ＭＳゴシック 10 ポイント 

・ 注（補注内容）：ＭＳ明朝（および Century）9 ポイント 

＜１行あけて＞ 

・ 参考文献（見出し）：ＭＳゴシック 10 ポイント 

・ 参考文献リスト：ＭＳ明朝（および Century）9 ポイント 

＜１行あけて＞ 

・ 執筆者のローマ字表記と所属（例 Norihiro NAKAMURA／愛媛大学）（Ｍ 

Ｓ明朝 11 ポイント、右寄せ）
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